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連合兵庫 ２０２５年度 各市町への政策・制度要請（素案） 

 ＜持続可能で健全な経済の発展＞ 

 １．経済・産業政策と雇用政策の一体的推進および地域活性化への支援強化  

継続 地域の特性を活かしたまちづくりを推進し地域雇用の増大をはかること。そのために、核

となる企業への支援を行い、地域内・地域間の連携を強化して、地域産業としての国際競

争力を高めること。 

 

 ＜安心できる社会保障制度の確立＞ 

 ２．社会福祉従事者等の職場環境改善と定着への支援  

継続 

 

 

 

継続 

（１）社会福祉従事者（介護労働者、障がい福祉サービス従事者、保育士等）をはじめ、医

療従事者、幼稚園教諭、保育教諭、放課後児童支援員等の処遇および勤務環境の

改善をはかり、職場定着のための支援強化や潜在従事者の復職支援を積極的にお

こない、人員体制を確保すること。 

（２）社会福祉従事者等のスキルアップに向け、研修及び教育支援を行うこと。 

 

 ＜社会インフラの整備・促進＞ 

 ３．持続可能で安心・安全な社会資本整備の推進  

継続 「第２次交通政策基本計画」を着実に実行し、経済・社会の変化に的確に対応するとと

もに、国民生活や経済活動を支える社会基盤として、持続可能で強い交通・運輸体系を構

築する。交通・運輸を担う人材の計画的な確保に向けて、資格・免許の取得や技術・技能

の習得など、その費用の支援をはじめ、人材育成や同産業への就業を支援すること。 

 

 ＜くらしの安心・安全の構築＞ 

 ４．総合的な防災・減災対策の充実  

継続 

 

継続 

（１）頻発する自然災害に備えて、基盤整備とそれに係るシステムの強化を進めるとともに、

緊急度の高い防災対策を優先した対応を行うこと。 

（２）労働者の安全を確保するため、事業活動を休止する目安の設定などの取り組みを進

め、事業者や住民にその内容を周知すること。また、高齢者等の個別避難計画の策

定、地域防災計画や避難所の運営への多様な意見の反映を促進すること。 

 

 ＜民主主義の基盤強化と国民の権利保障＞ 

 ５．教育の機会均等の保障と学校の働き方改革を通じた質の向上  

継続 

継続 

（１）慢性的に欠員が生じている「教職員不足」を早急に解消すること。 

（２）すべての学校で ICT を活用した記録簿などによる客観的な勤務時間管理を徹底す

ること。県教委「教育職員の業務量の適切な管理に関する措置等を定める規則」にも

とづき、業務削減を進め、「在校等時間の上限（月４５時間、年３６０時間）」を遵守す

ることで教職員の長時間労働を是正し、教職員の健康及び福祉の確保をはかるこ

と。 

 


